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1　はじめに　クラウドファンディングの概
要と状況

　まず簡単に『クラウドファンディング』（以下

CF）の概要について整理をしたい。CF とは『群

集（crowd）』（※ IT 用語で使われる雲（cloud）

では無いので注意）と『資金調達（funding）』を

組み合わせた造語であり、簡単に言えば『沢山

の人々からお金を集める仕組み』のことを意味

する。用語自体は新しいものの、『沢山の人々か

らお金を集める』という概念自体はごく普遍的

なものであり、目新しいものではない。ポイン

トはそれを実現するための手法にある。つまり、

『インターネット（IT 技術）』を利用して複数多

数人から資金調達を行うという点に特徴がある

のだ。

　CF の主な仕組みは下記の通りである。（図 1

参照）資金を必要とする個人・団体は専用の CF

サイト上で自身のプロジェクトについて投稿を

行い、資金を募る。そしてこの投稿を見て共感

をした人々が当該サイトを通して資金を提供す

るというのが基本的な流れだ。この際、資金提

供者に対する見返りは必ずしも金銭だけではな

く、ものやサービス、体験といったものでなさ

れることも可能である。

　また、一概に CF といっても様々なタイプが

存在する。これは主に提供した資金に対するリ
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ターン（対価）と、資金の提供者と調達者の間に

成立する契約形態に着目すれば一定の整理が可

能であり、表 1 にあるような 5 つの類型に分類

できる。日本における CF 黎明期である 2011 年

～ 2015 年位までの期間は、CF プロジェクトの

ほとんどを寄付型か購入型のプロジェクトが占

めていた。これは当時、寄付型、購入型の CF の

プラットフォームサービスを提供する事業者が

ほとんどであったことに起因する。投資型の各

種サービス事業者のように第一種若しくは第二

種の金融商品取引事業者の登録が必要というわ

けではなく、参入障壁が低いことがその一因だ

と考えられる。

　近年は、第一種若しくは第二種の金融商品取

引事業者の登録を行った貸付型の CF 事業者、

株式型の CF 事業者もサービスを開始しており、

また黎明期に乱立していた寄付型、購入型の CF

事業者も一定数のユーザーを確保したビックプ

ラットフォームを持つ数事業者に絞られてきて

おり、プレイヤーが出揃った状況と考える。冒頭

で述べたとおり、このコロナ禍の状況をうけ、

CF プラットフォームでのプロジェクト数も資金

調達額も増加傾向にあり、CF 関連の市場も成

長期に入っているといえる。

　表 2 に現在の主要な CF プラットフォームサー

ビスとその運営事業者をまとめた。やはり最も

活況を呈しているのは購入型のプラットフォー

ムである。楽天や Amazon などの EC サイトで

買い物をするような感覚でサービスを利用でき

るという気軽な点が、このプラットフォームに

ユーザーが集まる理由だ。また CAMPFIRE も

Makuake もサイトを覗いて頂ければお分かりに

なる通り、まだ通常のお店や EC サイトでは販

売していない製品や試作段階の製品のプロジェ

クトが多数掲載されている。新しい物好き、ガ

ジェット好きのユーザーを引き付けている。な

お、同 じ 購 入 型 で も CAMPFIRE と Makuake

では集まるプロジェクト、集まるユーザーの属

性に違いがある。Makuake はプロダクト開発

系のプロジェクトに特化している印象であり、

CAMPFIRE はイベント系からサービス系など

非常にバラエティに富んだプロジェクトが集

まっている印象である。また購入型においては、

FAAVO（ファーボ）というプラットフォームが

存在する。こちらは 2018 年 5 月より同プラット

フォームを事業譲受した株式会社 CAMPFIRE

にて運営が行われているが、地域に特化したプ

ロジェクトが掲載されるプラットフォームとい
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（出所）著者作成

図 1　クラウドファンディングの仕組み



う点で特色がある。このプラットフォームは

各地域ごとのエリアオーナー制をとっており、

『FAAVO ●●（地域名）』という名称にてプラッ

トフォーム運営がなされている。私ども飛騨信

用組合もこちらのエリアオーナーとなっており、

『FAAVO 飛騨・高山』という名称のプラット

フォームにて、飛騨地域に特化したプロジェク

トの資金調達を支援している。

2　クラウドファンディングと地域金融機関
　ここで本稿のタイトルにもあるように CF と

地域金融機関との関係を考えると少々不可思議

な感覚を持たれる方もいらっしゃるのではない

かと思う。この点、少し掘り下げてみたい。

　そもそも、私たちのような金融機関の担う役

割は金融仲介機能と資金決済機能、そして信用

創造機能に大別される。このうち金融仲介機能

とは文字通り『お金を融通する機能』であり、

余剰資金を持つ主体（資金余剰主体）と資金が

不足する主体（資金不足主体）の間に立ち、前

者には預金など金融商品という形で投資機会を

提供し、後者には融資などの形で資金を提供す

るというものである。これは金融仲介を専門的

に行う第三者がこの機能を担うことで金融取引
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表 1　クラウドファンディングの類型
タイプ 概要 対価 契約形態

寄付型 資金提供者が調達者に寄付 なし 贈与

購入型 民法上の売買契約に基づき、資金提供者が資金
調達者に資金提供し、物やサービスを受け取る 商品・サービス 売買

投資型

貸付（融資）型

資金提供者は CF 運営事業者に対して匿名組合
出資を行う。CF 運営事業者は資金調達者に対し
て融資し、元本と利子（利子のない場合もある）
の返済を受け、資金提供者に配当を行う

配当金 金銭消費貸借

ファンド形態 資金提供者が資金調達者と匿名組合出資契約な
どを締結して資金を提供し、分配等を受ける 分配金 +（商品・サービス）匿名組合出資

株式形態 資金提供者が資金調達者に株式等による出資に
より資金を提供し、配当等を受ける 配当金 +（商品・サービス）株式出資

（出所）「ふるさと投資」の手引き P11 を参考に筆者作成

表 2　主要 CF プラットフォームサービス及び運営事業者
タイプ プラットフォーム名 事業者名

寄付型 ReadyforCharity READYFOR 株式会社

購入型

CAMPFIRE 株式会社 CAMPFIRE

FAAVO 株式会社 CAMPFIRE

Makuake 株式会社マクアケ

投資型

貸付（融資）型 SBI ソーシャルレンディング SBI ソーシャルレンディング株式会社

ファンド形態 セキュリテ ミュージックセキュリティーズ株式会社

株式形態 FUNDINO 株式会社日本クラウドキャピタル

（出所）著者作成
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に伴うリスクやコストの軽減が見込めるからで

あり、非常に重要な役割を担ってきたのである。

　しかし、CF は金融機関（預金等受入金融機関） 

を介さずして直接、資金余剰主体と資金不足主体

との間で資金融通がなされる仕組みである。そ

の点で、2011 年当初、CF は『新しい資金調達

手段』という触れ込みで注目を集めたのである。

これは金融機関にとっては、自分たちを介さな

い資金の流れが、テクノロジーを背景に一定の

存在感を示してきたことを意味する。Fintech

（フィンテック）を語る文脈の中でも、CF は

Fintech がもたらす既存金融機関への脅威の一

つとして挙げられている。これまで金融機関が

担うことで担保されてきた金融仲介のための

様々な機能が、テクノロジーによって代替され、

伝統的な資金の流れが変わる可能性があるから

である。まだまだ、CF による資金流通量は金

融機関を介してなされる資金流通量の比較にも

ならない微々たるものであるが、これまでほぼ

独占的に市中の金融仲介を担い、その資金利ザ

ヤを主な収益源とする預金等受入金融機関にお

いてはおだやかではない話である。

　にも関わらず、冒頭で述べたとおり、多くの

金融機関が CF の取り扱いを行い、CF プラット

フォーム事業者と何らかの連携を行っている。

2019年7月時点で、購入型のCFサイト「Makuake」

と連携する金融機関数は 100 社超。これは全国

の金融機関の約 4 分の 1 にあたる数字である。

なぜ、競合になりうる CF と金融機関はそのよう

な関係を持つのか。それは、これから述べるよ

うに金融機関にとって当然ながら様々なメリッ

トがあるからであり、その取り組み方次第では、

これからの地域の中での生き残りをかけた経営

戦略という文脈においても有効なツールとなり

うるからである。

　この点、当組合のこれまでの取り組みを通し

て説明したい。

3　当組合の取り組み
（1） 取り組み概要と実績
　当組合はこの CF について先述の通り2013 年 

6 月に投資型ファンド形態の CF プラットフォー

ム『セキュリテ』を運営するミュージックセ

キュリティーズ株式会社と業務提携を行い投資

型ファンド形態 CF への取り組みを開始した。

そして 2014 年 8 月には購入型の CF プラット

フォームである FAAVO（ファーボ）を運営する

株式会社サーチフィールド社（2018 年 5 月から

は同プラットフォームを事業譲受した株式会社

CAMPFIRE が運営）とも業務提携を行い購入型

CF への取り組みも開始した。特にこの購入型

の取り組みにおいては、当組合自身が『FAAVO

飛騨・高山』という購入型（寄付型）CF のプラッ

トフォームを立ち上げ、独自で運営を行うとい

うものであり、開設当初は全国の金融機関で初

めての試みとなった。また、2019 年 6 月には全

国的な CF プラットフォームである『Makuake』

との業務提携も行い、その取り組みを拡充して

いる。これにより当組合は投資型、購入型、寄

付型までの CF のメニューを揃えており、地域の

方々の CF でのチャレンジの支援を行っている。

　なお、購入型の CF プラットフォームにおいて

は、複数のプラットフォームと提携することに

より、そのプロジェクトの内容により、最適な

プラットフォームでのチャレンジを支援できる

態勢を整えている。地域密着型の CF プラット

フォームである「FAAVO」では、地域内での

イベントや地域住民を主なターゲットにした比

較的小規模のプロジェクトを、全国的な CF プ

ラットフォームである「Makuake」においては、

地域内の中小事業者が開発する新サービス・新

プロダクトの全国へ向けた販路拡大等を目指す
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プロジェクトといった具合である。

　2020 年 9 月 25 日現在において、投資型ファン

ド形態 CF については 4 先に対して 5 件のファ

ンド組成を支援した。なお総支援額は 15,116 千

円となっている。一方購入型 CF は 74 件のプロ

ジェクトを支援している。これまでの総支援額

は 200,072 千円であり、当組合が運営する CF プ

ラットフォームでのプロジェクトを支援して下

さった方の延べ人数は 16,709 名となっている。

これまでのプロジェクトのほぼ全てが地域密着

型の CF プラットフォーム「FAAVO」におい

て行われたプロジェクトであり、主に地域内の

個人やサークルなどが行うイベント開催費用と

いった地域住民をターゲットとするプロジェク

トであることからプロジェクト一件当たりの調

達額は比較的小額となっている。

　ただ、このコロナ禍の中でこれまでとは比べ

物にならない位の多くの方々からの支援を集め

たビッグプロジェクトが誕生している。コロナ

の影響で観光客が減少し、外食市場が縮小した

ため行き場を失った地域の特産物である「飛騨

牛」を何とかしようと肉牛の生産者や精肉店を

はじめとする地域内の様々なプレイヤーが連携

して立ち上げたプロジェクトである。『おうちで

飛騨牛』と名付けられたこのプロジェクトは 4

月 29 日から 5 月 10 日までのわずか 10 日あまり

で 10,002 人から 114,370,014 円の資金を集めた。

このプロジェクトを通じ、地域が一丸となって

一つのことに取り組む時の “ 力 ” に驚嘆すると

ともに、このような有事の際における CF の可

能性を新たに認識することとなった。

（2） 取り組みの背景
　そもそも、なぜ当組合は CF に取り組むこと

となったのかその背景を説明したい。前述した

ように競合としても捉えられるし、そもそもコー

ディネーター的な業務が中心となる CF のよう

な取り組みは金融機関の本来業務ではない、金

融機関でやるべき業務ではないといったような

声もあるだろう。

　当組合においては、CF のメリット云々の前に 

『地域の活性化に取り組まなくてはいけないとい

う強い使命感』と『地域の活性化なくしては当

組合の永続性が担保されないという強い危機感』

があった。地域金融機関にとって、自組織の存

立は地域あってのものゆえ地域の活性化に意識
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（出所）CAMPFIRE https://camp-fire.jp/projects/view/265287

図 2　おうちで飛騨牛プロジェクトページ
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を向けることは当然のことであるが、協働組織

金融機関であり、かつ地域信用組合である私た

ちにとっては、それはより切実なものであった。

わたしたちのような地域信用組合においては、

営業エリアはそれぞれ一定の地域に限定されて

おり、原則として地域外からの預金も預かれな

ければ、融資を行うこともできないからである

（同じ協同組織金融機関の信用金庫は預金におい

ては制限なく受入れが可能）。つまり、私たちは

自分たちの『地域』から逃げ出すことはできず、

この『地域』と一蓮托生なのである。

　飛騨信用組合にとっての『地域』は人口約

112,000 人（令和 2 年 7 月）を抱える高山市、飛

騨市、白川村の 2 市 1 村である。他の地方市町

村と同様、人口減少と少子高齢化が課題であり、

人口（特に生産年齢人口）は年々加速度的に減

少傾向にある。また高齢化もピークを迎えつつ

あり、すでに飛騨市においては高齢者人口も減

少に転じている状況だ。さらに半径 100km に 4

年制大学などが一つもないという環境から、高

校卒業と同時に大半の学生が地域外に出ていっ

てしまう。彼らが大学卒業後、地域に戻ってきて、

地域で働いてくれる割合は 20％ほどである。

　このような人口の減少、そして地域経済の停

滞はそのまま預金、貸金の減少、つまり組合規

模の縮小に繋がってしまう。規模の縮小は組合

の体力を弱め、お客様へのサービスレベルの低

下や地域への還元力の低下を招くこととなるだ

ろう。地域の組合員のための組織である私たち

が地域に存在し続けるためにも、また、そもそ

も私たちが担っている使命をまっとうするため

にも、もっと積極的に地域の活性化に貢献しな

くてはいけないということを再認識したのであ

る。そのうえで CF が地域の活性化のための有

効な手段の一つになるのではないかという考え

のもと取り組みを開始したという流れである。

そしてそれは私たちの地域の中での生き残りを

かけた経営戦略なのである。（※）
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（出所）飛騨信用組合作成

図 3　クラウドファンディング実績



※　飛騨信用組合ではこのような考えを、よ

り高め、経営に落とし込むため 2016 年よ

り CSV 経営を経営理念として掲げている。

CSV とは Creating Shared Value の意であ

り、共通価値の創造と訳される経営の在り

方だ。企業戦略論の大家であるハーバード

大学のマイケル・ポーター教授らによって

提唱されたものである。社会的な価値を創

造しながら、自組織の価値を創出していく

というものであり、当組合にとって CF の

取り組みはまさにこの CSV 経営を体現する

ものである。

　それでは次に具体的な事例を説明したい。

（3）取り組み事例
　投資型ファンド形態 CF において取り組んだ
案件としては下記のようなものがある。

①　飛騨の森の間伐材から抽出したアロマ成分

を配合した入浴関連商品を製造するための

資金募集案件。これらの商品の販売を通し

て日本の森林から収益を生み出し、地域の

雇用と森を守ることを応援するファンド。

②　オリジナル地ビールの生産・販売を行って

いる製造業者によるビール充填機（瓶にビー

ルを注入する機械）の導入費用募集案件。

　どちらも全国に向けて広く展開したプロジェ

クトであり、資金調達のリターンとして元金と

一定の利息に加え、その資金によって製造する

プロダクトが組み込まれたものであった。投資

型とはいえ、プロジェクトに資金を出す投資家

にとっては、単なる運用利回り目的の投資では

なく、そのプロジェクトの内容が重要でありそ

の目的性やプロダクト起案者の想い、そのプロ

ジェクトが地域にもたらす社会的インパクトな

どが投資を決める上で重要な判断基準となる。

これは市井からの ESG 投資であるといえるだろ

う。

　投資型ファンド形態 CF においてはミドルリ

スク • ローリターンと言われるが、とはいえこ

のリターンには、プロジェクトがもたらす社会

的インパクトや投資家自身が感じる当事者意識
• 参画意識という従来であれば計測できないリ

ターンが加わるという点がとても重要である。

続いて購入型の CF の事例であるが、こちらは

非常に多岐にわたっており、先述したコロナ禍

での飛騨牛応援プロジェクトを含め、これまで

に 74 件のプロジェクトを支援してきた。

　主なものは下記の通りである。

①　地元に U ターンしてきた 2 人の若者による

飛騨高山初のコワーキングスペース（※）

開設費用募集プロジェクト。リターン品は、

スペース完成後の施設利用券や地元特産品

などをセット。

※　コワーキングスペースとは複数の利用者

によって共有される事務所スペース、打

ち合わせスペースなどの空間のこと。様々

な職種の利用者がこの場所を共有し、お

互いのアイディアやスキルをも共有する

ことで、相乗効果による新しいプロジェ

クトやプロダクトの発生を目指すもの。

②　地元出身の在京大学生による日本や世界で

活躍する大学生と飛騨の中高生との交流の

場を提供するためのイベント開催費用募集

プロジェクト。リターン品は特製パンフレッ

トへの名前掲載、イベントチケットなどを

セット。

③　音楽をこよなく愛する地元の有志メンバー

によって企画開催される「飛騨高山ジャズ

フェスティバル」の運営費用募集プロジェ

クト。リターン品はイベントチケット、アー
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ティスト作成のオリジナル T シャツなどを

セット。

　購入型 CF の取り組み事例①のコワーキング

スペース開設のプロジェクトについては、約 1 ヶ

月半の募集期間で募集金額 800,000 円を超える

896,000 円の資金調達を達成した。当該プロジェ

クトにおいては、ただコワーキングスペースの

開設費用を募集するだけでなく、同スペース自

体を『作る』仲間の募集も併せて行った点に特

色がある。結果、5 ヶ月の施工期間の中で数十

回にわたるセルフビルドイベントを開催し、200

人超の協力者を集めた。資金集めだけではなく、

そのプロジェクトに共感・共鳴する地域の仲間

集めのためにも利用されたということだ。現在

も同スペースは地域の様々なイベントや集まり

に利用され、訪れる人と人との新しいネットワー

ク作りの場となっている。

　購入型 CF は、EC サイトでの物販やサービス

提供と非常に似ているが、大きな違いはやはり

「共感性」がその資金提供者の判断基準として大

きな割合を占める点ではないかと考える。例え

ば新プロダクトの開発資金を募集するプロジェ

クトにおいては、リターン品として当該資金を

元手に開発されたプロダクトがセットされるこ

とになるが、そのプロダクトの開発に至るまで

のストーリー、プロジェクト起案者の想い、理念、

熱意、そしてそのプロダクトが有する「社会性」

がそのプロダクト自体の魅力と同じくらい重要

になるのである。その「社会性」についてだが、

昨今では SDGs への貢献という観点でプロジェ

クトが評価されるようになってきている。

　表 1 に掲載した CF の類型によってその資金

提供者の求める経済的リターンの比重は異なる。

一般的に表 1 の上から下に行くほど経済的リ

ターンの比重は高まるだろう。しかし、CF の

性質上、先述の通りそのプロジェクトには「共

感性」が不可欠な要素となっている。この点が、

CF が地域の活性化に貢献する本質部分なので

ある。それも含め、ここで CF の持つ機能とい

う切り口から、CF が地域にもたらす効果につ

いて説明をしたい。

4　CF が地域にもたらす効果
（1） 資金調達手段補完機能
　都市圏であればいざ知らず、地方において事

業者が選択できる資金調達手段は金融機関から

の融資の他は、補助金・助成金があるのみで、

非常に限られている状況だと考える。ましてや

事業者ではない個人やサークル・諸団体に至っ

てはさらにその選択肢は少ない。CF はそのよ

うな方々にとって資金調達手段の新しい選択肢

となる。金融機関にとっても、これまでアプロー

チ出来なかった資金需要者の資金ニーズを埋め

ることが出来るツールになり得るということだ。

CF がこのような資金需要者の資金ニーズを満た

すことで、『地域にとって必要だけれども、資金

調達の問題から実現できなかったプロジェクト』

がどんどん地域の中で生まれ出てくることにな

るのである。

（2） 情報発信機能
　CF はインターネットを利用して資金を募る方

法だ。Web 上にプロジェクトが掲載され、広く

そのプロジェクトの紹介と資金募集が行われる

が、この際 SNS を活用し情報発信を行うことが

殆どである。SNS を連携させることで様々な個

人間のネットワークを介して、そのプロジェク

トの情報が拡散されていくことになるため、CF

を通じたそのプロジェクトの内容やそのプロ

ジェクトに取り組むプロジェクトメンバーの想

いがダイレクトに届くことになる。これは従来
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のマス媒体での広告などとはまた異なり、非常

に強力な情報発信効果が見込める。

　このような情報発信により地域外においては、

飛騨・高山に興味を持つ人が増えることで観光

客数の増加や地域特産品やプロダクトの売上増

加、移住促進などの一助になると考える。また、

地域内においては地域企業、団体・個人の活動

に対する認知の向上、支援者の増加、イベント

などの参加者数の増加、住民間のネットワーク

の拡大などの効果が見込める。地域住民であっ

ても案外自分たちの暮らす地域のことは分かっ

ていないものである。まずは地域の中でどのよ

うな企業や人・団体が、どのような想いを持って、

どのような活動を行っているのかを知ることが

重要だ。それが地域の中に「共感」の輪、繋が

りの連鎖が生まれるための前提になるのである。

（3） チャレンジ促進機能
　CF の資金調達の成否を分けるのは、その対象

となっているプロジェクトがどれ位魅力的で共

感を集められるかという点である。言い換えれ

ば、どれだけ人々に支持されるのかということ

だ。CF を利用することで自分たちが実現しよ

うとしている事業やプロダクトが本当に人々に

受け入れられるものかを直接問いかけることが

できる。

　特に購入型の CF の場合は初期費用がかから

ず、持ち出しがないため、よりチャレンジがし

やすい環境だといえる。また CF での資金調達が

うまくいかなかった場合（プロジェクトが失敗

した場合）であっても、どうして受け入れられ

なかったのか？なぜ共感してもらえなかったの

か？などと振り返りを行い、それを改善したう

えで再チャレンジすることが容易にできる。

　これは PDCA を回すためには非常に都合の良

い環境だ。この PDCA サイクルをいかに精度高

く、高速で回転させることが出来るかが、組織

の成長にとって不可欠であるのと同様に、地域

の様々なプレイヤーが PDCA サイクルをしっか

りと回転させていくことが地域の競争力を高め

ることになると考える。

　CF が地域にもたらすメリット・効果を述べて

きたが、最後に本稿の主題にもあるよう地域金

融機関との関係について論じたいと思う。これ

まで述べてきたように地域金融機関が自分たち

の存立基盤である地域に対するコミットメント 

として、CF を取り扱い、地域の活性化に貢献す

るということが最も大きな動機であろう。これ

は意義深いものであり、当然やるべきである。

地域金融機関は地域の事業者、地域住民、様々

な組織との広範なネットワークを有している。

地域金融機関の関与が地域の CF の取り組みを

促進し、地域の活性化への大きな貢献に繋がる

はずである。

　このような CF の取り組みは地域金融機関に

とってはどのように建て付けられているのだろ

うか。大半の地域金融機関においては、CSR 的

な地域貢献活動の建付けに留まっているのが実

情だ。ただ、私としてはこのようなスタンスか

らもう一歩踏み込んで地域金融機関の「事業」

として本腰を入れて取り組むことが必要だと考

えている。地域金融機関にとっても、収益に繋

げていく、何かしらのリターンを見込んで取り

組んでいくということである。これは、「経済的

利得」として CF プラットフォームへの事業者

紹介などによるマッチングフィーや、支援した

資金調達プロジェクトからの成功報酬を獲得し

ていくべきだということを主張したいのではな

い。そうではなく、CSV 経営的なアプローチと

して CF への取り組みを通じて地域への価値創

出と自組織にとっての価値創出を経営戦略的に

行ってはどうかという提言である。「事業」とし
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て本腰を入れて取り組むからこそ、大きな価値

が生まれるのだ。

5　CF の取り組みを通じて地域金融機関が
得られるもの

　CF を通してのプロジェクト起案者との接点は

明らかに従来の金融機関の顧客接点の在り方と

は異なる。前述の通り、金融機関を介した資金

供給ではないから、金融機関の関与はプロジェ

クト起案者の CF プラットフォーム事業者への

紹介かプロジェクト起案者のプロジェクト組成・

ファンディング成功に向けたコーディネーター

的な関与のいずれかとなる。この場合、金融機

関としてプロジェクト起案者から後者の業務に

よって直接のフィーを収受するのは非常に稀だ

ろう（資金調達成功時に成功報酬として調達額

の数％を収受するケースはある）。いずれにせよ、

CF にまつわるいずれのフィーも金融機関の収

益に占める割合は非常に微々たるものであり、

それゆえ CF への取り組みが殆どの地域金融機

関において CSR 的な地域貢献活動の建付けに留

まっている理由なのである。直接的な収益をも

たらさない事業を金融機関の事業として建て付

けるのは当然難しいと思う。当組合においても、

CF から直接的な収益を獲得するということは考

えていない。ただし、当組合においては CSV 経

営を体現する事業の一つとして本腰を入れて取

り組んでいる。金融機関において CF に取り組

むうえで最も大切な関与がコーディネーターと

しての関与だと考えており、専担の担当者をお

いてプロジェクトの前から、プロジェクトが終

わった後までも一気通貫で関わることとしてい

る。これは当組合にとって非常に重要な「接点」

戦略だ。それが直接的・即時的ではないものの、

間接的・中長期的な収益をもたらすものだと信

じているからである。

　一つのプロジェクトを共に作り上げていく過

程において、そのコミュニケーションは密なも

のとなり、強い信頼関係の構築が図れる。従来

の顧客接点がまさに「点」であるとするならば、

CF を通しての顧客接点は「線」のように繋がっ

たものとなる。これを言い換えれば「伴走型」

の事業者対応となる。CF の取り組みにおいて

は特に強くこの点を意識し、事業者の声にしっ

かりと耳を傾けることが大切である。『何がした

いのか』、『どのような想いがあるのか』、『事業・

プロジェクトを行うことによってどのような価

値を生み出したいのか』という点を、傾聴によっ

て引き出しながら、整理し、事業・プロジェク

トに落とし込んでいくというプロセスを踏むこ

ととなる。

　このような伴走型の対応を行っていくことで、

従来の顧客接点においては得ることの出来な

かった豊かで鮮度の良い事業者の情報を得るこ

とができる。それは主に下記のようなものだ。

（1） 性格、事業への熱意、誠実さ、プロジェク

トマネジメント力、トップの資質など

（2） 有するネットワークの量・質、人脈、支援者・

協力者の数

（3） 事業の将来性、新製品・サービスのニーズ

　（1）については当然、共にプロジェクトに取り

組む中で様々な情報が入手できるし、（2）につい

てもどのような人達からの協力を得ており、ま

たどのようなネットワークを保有しているのか

を知ることが出来る。CF においては身近な協

力者や、その想いに共感し共に取り組んでくれ

る仲間がどの位いるかということがプロジェク

トの成否に大きく影響をすることとなる。また、

特に（3）については、CF ゆえに資金調達の対象

となった事業や新商品・新サービスに対する直

接の市場の反応を知ることが出来る。BtoC 向け

の商製品やサービスのプロトタイプを開発する
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ためのプロジェクトにおいては、それが最終的

な消費者に受け入れられるかどうかが全てとな

るため、テストマーケティングと同様の情報が得

られるという点は非常に有益であり、CF を利用

する大きなメリットの一つと考える。

　これらの情報は、その後融資を行う際にも非

常に有用な情報となる。先述のとおり、事業者

により密着して得られる事業者の属性情報は元

より、その事業の将来性、成長性の判断材料と

なりえる情報は、現在金融機関の融資審査にお

いて強く求められている『事業性評価』を補完

する情報となりえるのである。

　また、フィンテックの脅威の文脈で説明した

とおり、CF にはレガシーな金融機関にとっては

競合の側面もある。しかし、それに対しての最

善のアプローチは積極的に関係することである

と考える。もっと言えば自組織の「機能」とし

て組み込んでしまえばよい。従来のように金融

機関を通じた資金拠出ではないが、自組織がそ

の地域の CF の窓口、コーディネーターを担いそ

のプロジェクトに関与するのである。それによっ

て、そのプロジェクトに関わる資金が流れる場

に立ち会うことができるし、多くの接点が生ま

れ、関係が深くなり、情報が蓄積される。CF と

関係しない、中途半端な関わり方ではそのよう

な地域の中のチャレンジャーやプロジェクトと

の接点を全く持つことなく、当然情報も得られ

ないということである。それこそ Fintech の脅

威の顕在化である。

6　おわりに
　まだまだ CF によって地域で流通する資金量

はわずかなものである。しかし、個人や事業者

にとっては資金調達の選択肢が増えることで

『想い』や『夢』を実現するチャンスが増えたり、

資金だけではなく仲間を集めるツールとしても

活用できるなど、非常に多くのメリットを持っ

ている。特に地域にとどまらず一定のコミュニ

ティとその中での助け合い、互助のようなメン

タリティが高まっているこのコロナ禍の中では、

人と人とが共感を軸に繋がっていくということ

が CF を通じてより促進されていくはずである。

　そのような中、金融機関にとっても CF への

「本気」の取り組みを通じた地域とのリレーショ

ン強化が様々な恩恵をもたらし、また自組織の

存続を担保するための一手段になり得ると考え

る。

　『地域活性化』はその地域に暮らす一人一人の

アクションの積み重ねによってこそ成し遂げら

れるものだ。それは民間がしっかりと自立し、

自分達の地域を自分達自身で作り上げていくと

いう意識を持つことによって引き起こされるも

のだ。CF はそんな地域に暮らす人々が踏み出す

『はじめの一歩』を後押しする有益なツールにな

り得ると信じている。
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